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　　　その他 令和４年度　事務事業実施結果一覧表

合計

国
・
道

交
付
金

地
方
債

そ
の
他

特
定
財
源

一
般
財
源

内容として各施策に
分類できないもの 議会議員人件費 議員

議員活動に対する報酬などを支出す
る。

・議員活動 46,733 0 0 0 46,733

議
会
事
務
局

内容として各施策に
分類できないもの 議会要望事業

国、道などの行政機
関

住みよいまちの実現に向け、関係機関
に要望する。

町議会としての要望活動はなし。 0 0 0 0 0

議
会
事
務
局

内容として各施策に
分類できないもの 監査委員活動事業 町民

町の財務および経営に関する事務の執
行を監査する。

・例月現金出納検査
・決算審査
・随時監査（工事監査、備品監査、財政
援助団体監査、行政監査）
・定期監査

1,683 0 0 0 1,683

監
査
委
員
事
務
局

内容として各施策に
分類できないもの 公平委員会運営事業 職員

町職員の勤務条件や不利益処分、苦情
相談に関する処理を行う。

・公平委員会の開催　１回 22 0 0 0 22

公
平
委
員
会
事
務
局

内容として各施策に
分類できないもの 税等還付金 誤納付者

税金の過年度分の更正などに伴う超過
納付金の返還を行う。

・修正申告などによる過年度分の個人町道民税などの還
付金の支払い　８件
・法人町民税の還付金の支払い　５件　・軽自動車税の還
付金の支払い　６件
・固定資産税の還付金の支払い　１件
・国庫補助事業等の額の確定による還付金　１件
・感染予防事業費国庫負担金の確定に伴う返還金　１件
・子育て世帯臨時特別支援事業補助金確定に伴う返還金
１件

1,529 0 0 0 1,529
住
民
課

町
税
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

住民税非課税世帯等
に対する臨時特別給
付金支給事業

非課税世帯の世帯
主

新型コロナウイルス感染症の影響を受
けた住民税非課税世帯等を支援する取
組として臨時特別給付金を支給する。

・１世帯10万円
・79世帯　790万円

8,992 9,992 0 0 △ 1,000

保
健
福
祉
課

子
育
て
・
福
祉
Ｇ

グ
ル
ー
プ
名

対象 目的・概要 主な事業実績

内訳

施策名 事業名

事業内容 決算額（千円）

課
名
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　　　その他 令和４年度　事務事業実施結果一覧表

合計

国
・
道

交
付
金

地
方
債

そ
の
他

特
定
財
源

一
般
財
源

グ
ル
ー
プ
名

対象 目的・概要 主な事業実績

内訳

施策名 事業名

事業内容 決算額（千円）

課
名

内容として各施策に分類できないもの
障害者自立支援負担
金過年度還付金

国・道
過年度負担金の精算時、還付が発生し
た場合に対応する。

・過年度負担金の精算による還付金 1,854 0 0 0 1,854

保
健
福
祉
課

子
育
て
・
福
祉
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

児童福祉費補助金過
年度還付金

国・道

令和３年度分の子どものための教育保
育給付費、子ども子育て支援事業費補
助金、子育て世帯への臨時特別支援事
業費補助金を還付する。

過年度補助金の精算による還付金 1,973 0 0 0 1,973

保
健
福
祉
課

子
育
て
・
福
祉
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

住民税非課税高齢者
世帯等生活支援事業

住民税が非課税
の65歳以上の方
のみで構成される
世帯及び障害者

世帯

原油価格の高騰による物価高騰の影
響が特に大きい低所得の高齢者世帯
及び障害者世帯に対し、影響緩和のた
めの支援を行う。

１世帯につき12,000円分のふれあい商
品券を配布
・配布世帯数　753世帯
・商品券使用状況
　発行：18,072枚
　回収：17,756枚（8,878千円）

9,574 8,917 0 0 657

保
健
福
祉
課

子
育
て
・
福
祉
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

住民税非課税世帯等
に対する臨時特別給
付金（価格高騰支援）
支給事業

非課税世帯の世帯
主

電気・ガス等の価格高騰の影響を受け
た住民税非課税世帯等を支援する取組
として臨時特別給付金を支給する。

・１世帯５万円
・840世帯　4,200万円

43,605 43,814 0 0 △ 209

保
健
福
祉
課

子
育
て
・
福
祉
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの 冬期生活助成事業 町民

灯油価格の上昇による低所得者等の
冬期生活への影響を考慮し、暖房費用
の一部を助成

低所得の高齢者世帯、障害者世帯及び
ひとり親世帯で申請があった139世帯へ
助成

1,697 0 0 0 1,697

保
健
福
祉
課

子
育
て
・
福
祉
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

社会福祉施設等物価
高騰対策事業

医療機関、福祉施
設、保育園・幼稚
園運営事業者

原油価格・物価高騰の影響を受けてい
る医療、福祉サービス事業所に対して
交付金を交付し、事業所の負担軽減を
図り、医療、福祉サービスの継続的な
提供を支援する。

・エネルギー高騰対策分
　13法人及び個人　9,968千円

・食料価格高騰対策分
　６法人　4,154千円

14,122 14,122 0 0 0

保
健
福
祉
課

子
育
て
・
福
祉
Ｇ
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　　　その他 令和４年度　事務事業実施結果一覧表

合計

国
・
道

交
付
金

地
方
債

そ
の
他

特
定
財
源

一
般
財
源

グ
ル
ー
プ
名

対象 目的・概要 主な事業実績

内訳

施策名 事業名

事業内容 決算額（千円）

課
名

内容として各施策に
分類できないもの

土地利用規制等対策
事務

国土利用計画法
に規定する土地取

引をした譲受人

対象者からの届出を受理する法定受託
事務を行う。
審査を行うのは北海道。

・土地売買届出書の受理　11件（うち遅
延届出４件）

49 41 0 0 8
総
務
課

企
画
調
整
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

空知地方総合開発期
成会負担金

町
空知の市町村が共同で開発予算の確
保、獲得を目指す。

・国や北海道への要望 181 0 0 0 181
総
務
課

企
画
調
整
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

全国過疎地域連盟負
担金

職員
過疎予算の確保と過疎地域の自立促
進を図るため、連盟に加盟し活動する。

・連盟に継続加入し、過疎予算の確保 106 0 0 0 106
総
務
課

企
画
調
整
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

全国水源の里連絡協
議会負担金

職員
地域活動が困難な状況の集落をもつ市
町村が国などに提言、情報交換を図
る。

・国への政策提言や情報交換 20 0 0 0 20
総
務
課

企
画
調
整
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

全国積雪寒冷地帯振
興協議会負担金

町
豪雪地帯、特別豪雪地帯の指定を受け
ている道府県と市町村が、豪雪災害対
策や要望活動を行う。

・国への要望活動 2 0 0 0 2
総
務
課

企
画
調
整
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

固定資産評価審査委
員会開催事業

固定資産所有者
固定資産課税台帳の登録価格に関す
る不服の審査を行うために設置した固
定資産評価審査委員会の運営を行う。

・固定資産評価審査委員会の開催（不
服の審査はなし）

23 0 0 0 23
総
務
課

財
務
・
情
報
Ｇ
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　　　その他 令和４年度　事務事業実施結果一覧表

合計

国
・
道

交
付
金

地
方
債

そ
の
他

特
定
財
源

一
般
財
源

グ
ル
ー
プ
名

対象 目的・概要 主な事業実績

内訳

施策名 事業名

事業内容 決算額（千円）

課
名

内容として各施策に
分類できないもの 損害賠償事務 損害を受けた者

町が事故により第三者に与えた場合の
損害を賠償する。

・実績なし 0 0 0 0 0
総
務
課

財
務
・
情
報
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの 統計事務 職員

効率的で正確な統計調査を実施するた
め、研修会や説明会に参加し、統計事
務について理解を深める。

・実績なし 0 0 0 0 0
総
務
課

財
務
・
情
報
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの 学校基本調査事業

幼稚園・小学校・
中学校

幼稚園、小学校、中学校の学級数、児
童・生徒数、職員数、施設面積などを把
握するための調査を実施する。

・毎年５月１日を基準として、生徒数、職
員数などを調査
・調査対象　町内の幼稚園、小学校、中
学校

8 8 0 0 0
総
務
課

財
務
・
情
報
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの 経済センサス事業 町内の事業所

全産業分野における事業所および企業
の経済活動の実態を明らかにするため
の調査の準備を行う。

・令和５年６月１日を基準として、調査区
を設定（変更がないことを確認）

6 4 0 0 2
総
務
課

財
務
・
情
報
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

住宅・土地統計調査
事業

無作為抽出された
地域の町民

住生活関連施策の基礎資料とするた
め、住宅および住宅以外で人が居住す
る建物に関する実態並びに現住居以外
の住宅及び土地の保有状況、その他住
宅等に居住している世帯に関する実態
を調査し、その現状と推移を全国および
地域別に明らかにする。

・令和５年度の本調査に向けた準備調
査

36 35 0 0 1
総
務
課

財
務
・
情
報
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

就業構造基本調査事
業

無作為抽出された
地域の町民

全国および地域別の就業構造に関する
基礎資料とするため、国民の就業およ
び不就業の状態を調査する。

・10月１日を基準として、15歳以上の世
帯員について、就業、就学、居住地等を
調査

64 60 0 0 4
総
務
課

財
務
・
情
報
Ｇ
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　　　その他 令和４年度　事務事業実施結果一覧表

合計

国
・
道

交
付
金

地
方
債

そ
の
他

特
定
財
源

一
般
財
源

グ
ル
ー
プ
名

対象 目的・概要 主な事業実績

内訳

施策名 事業名

事業内容 決算額（千円）

課
名

内容として各施策に
分類できないもの 町政渉外事務 関係者・団体など

理事者などが関係省庁への連絡、交渉
などを行う。

・関係省庁への要望、連絡調整等
2,189 0 0 0 2,189

総
務
課

総
務
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの 職員健康診断事業 職員

職員の健康管理のため、総合健診およ
び成人病検診を実施する。

・総合健診（30歳以上）　77人
・成人病検診（30歳未満）　21人
・産業医による講話　１回

2,275 0 0 195 2,080
総
務
課

総
務
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

非常勤職員公務災害
補償事業

非常勤特別職・
会計年度職員

非常勤特別職および会計年度職員が
業務中に事故などにあった場合に補償
するための保険に加入する。

・非常勤職員公務災害補償への報告 267 0 0 0 267
総
務
課

総
務
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの 空知町村会負担金 空知管内町村

空知管内町村による広域的な政務活
動、自治振興対策、職員研修、共済事
業などを実施する。

・広域的な政務活動
・自治振興対策
・職員研修
・共済

908 0 0 0 908
総
務
課

総
務
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの 職員互助会負担金 職員

地方公務員法第42条などに基づいた福
利厚生の推進を行う。

・職員互助会の加入負担 100 0 0 100 0
総
務
課

総
務
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

新十津川望郷会負担
金

望郷会員

新十津川町にゆかりある人たちが相計
り相互の親睦、協調、融和を目指すとと
もに未来の新十津川を支えるため組織
（団体）を支援する。

会員数107人
・総会（書面）の開催
・役員会（書面）の開催
・各支部・会員への情報提供（会報発行
ほか）

50 0 0 0 50
総
務
課

総
務
Ｇ
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　　　その他 令和４年度　事務事業実施結果一覧表

合計

国
・
道

交
付
金

地
方
債

そ
の
他

特
定
財
源

一
般
財
源

グ
ル
ー
プ
名

対象 目的・概要 主な事業実績

内訳

施策名 事業名

事業内容 決算額（千円）

課
名

内容として各施策に
分類できないもの

基地協議会負担金 基地設置市町村
基地関係予算の確保を図るため、関係機
関への要望運動を実施する。

・基地協議会の加入負担 1 0 0 0 1
総
務
課

総
務
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの 職員人件費 職員 職員の給与および共済費を支出する。

・理事者３人および職員96人の給与支
払

801,577 0 0 0 801,577
総
務
課

総
務
Ｇ

内容として各施策に
分類できないもの

選挙管理委員会運営
事業

国民
選挙の適正な執行のため、選挙管理委
員会を運営する。

・選挙管理委員会の開催　２回
・参考図書の購入

135 0 0 0 135

選
挙
管
理
委
員
会

内容として各施策に
分類できないもの 参議院議員選挙事務 国民 参議院議員選挙を適切に執行する。

・選挙管理委員会の開催　５回
・期日前投票、当日投票・開票の執行

5,182 0 6,514 0 △ 1,332

選
挙
管
理
委
員
会

内容として各施策に
分類できないもの

選挙事務新型コロナ
ウイルス感染症予防
対策事業

国民
開票事務の短縮を図る目的で読取分類
機を購入する。

投票用紙の読取分類機の購入 3,740 3,700 0 0 40

選
挙
管
理
委
員
会

内容として各施策に
分類できないもの

知事・道議会議員選
挙事務

道民
知事・道議会議員選挙を適切に執行す
る。

・選挙管理委員会の開催　６回
・期日前投票の執行

1,443 2,438 0 0 △ 995

選
挙
管
理
委
員
会
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　　　その他 令和４年度　事務事業実施結果一覧表

合計

国
・
道

交
付
金

地
方
債

そ
の
他

特
定
財
源

一
般
財
源

グ
ル
ー
プ
名

対象 目的・概要 主な事業実績

内訳

施策名 事業名

事業内容 決算額（千円）

課
名

内容として各施策に
分類できないもの

町長・町議会議員選
挙事務

町民
町長・町議会議員選挙を適切に執行す
る。

・政治活動用事務所の証票の購入 22 0 0 0 22

選
挙
管
理
委
員
会
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